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原動機

動力伝達装置

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置

自動運行装置

道路運送車両法施行規則第３条「特定整備の解釈」は次のとおりです。

緩衝装置のシャシばね（コイルばね及びトーションバー・スブリングを除
く）を取り外して行う自動車の整備又は改造
※リーフスプリング、エアスプリング等が該当する。

けん引自動車又は被けん引自動車の連結装置（トレーラ・ヒッチ及びボー
ル・カプラを除く）を取り外して行う自動車の整備又は改造
※キングピン、カプラ、ルネットアイ、ピントルフック等が該当する。

分
解
整
備

運行補助装置を取り外し、取付位置若しくは取付角度の変更、又は機能調
整を行う自動車の整備又は改造

         ●二輪車のクランクケース

　　　   　※原動機の脱着は分解整備に該当します。

分解整備について

自動運行装置の取り外して行う整備又は改造、その他の自動運行装置の作
動に影響を及ぼすおそれがある整備又は改造

電
子
制
御
装
置
整
備

㋑　自動車の運行時の状態及び前方の状況を検知するためのセンサー
㋺　㋑に規定するセンサーから送信された情報を処理するための電子計算機
㋩　㋑に規定する取り付けられた車体前部又は窓ガラス

         ●シリンダーブロックの取り外しを伴うフライホイール

運行補助装置

　     　●ダイヤフラムスプリング　　　　　●プレッシャースプリング

　     　●クラッチディスク

（２）動力伝達装置関係　（該当する部品を取り外して行う整備又は改造）

     １．クラッチ関係（二輪の小型自動車は除く）

　     　●クラッチのレリーズフォーク　　　●クラッチカバー

　     　●レリーズベアリング　　　　　　　●プレッシャープレート

「自動車整備工場」の経営を希望される皆様へ

（１）原動機関係　（該当する部品を取り外して行う整備又は改造）

         ●シリンダーブロック（二輪車はクランクケース）

原動機を取り外して行う自動車の整備又は改造

動力伝達装置のクラッチ（二輪の小型自動車のクラッチを除く）、トラン
スミッション、プロペラ・シャフト又はデファレンシャルを取り外して行
う自動車の整備又は改造

制動装置のマスタ・シリンダ、バルブ類、ホース、パイプ、倍力装置、ブ
レーキ・チャンバ、ブレーキ・ドラム（二輪の小型自動車のブレーキ・ド
ラムを除く）若しくはディスク・ブレーキのキャリパを取り外し、又は二
輪の小型自動車のブレーキ・ライニングを交換するためにブレーキ・
シューを取り外して行う自動車の整備又は改造

　自動車特定整備事業を経営するには、特定整備を行う事業場ごとに国土交通省・地方運輸局長
の認証を受ける必要があります。（道路運送車両法第７８条)

特定整備とは次のものをいいます。（道路運送車両法施行規則第３条「特定整備の定義」）

走行装置のフロント・アクスル、前輪独立懸架装置（ストラットを除く）
又はリア・アクスル・シャフトを取り外して行う自動車（二輪の小型自動
車を除く）の整備又は改造

かじ取り装置（操縦装置）のギヤ・ボックス、リンク装置の連結部又はか
じ取りホークを取り外して行う自動車の整備又は改造



     ２．ギヤ関係

　     　●マニュアルトランスミッション　　　　　●トランスアクスル

　     　●オートマチックトランスミッション　　　●ディファレンシャル

　     　●トルクコンバータ（ＣＶＴを含む）　　　●差動制限装置

　     　●トランスファ　　　　　　　　　　　　　●ファイナルギア

     ３．推進軸・駆動関係

　     　●プロペラシャフト　　　　　　　●ドライブシャフト

　　     ●ユニバーサルジョイント　　　　●等速ジョイント

　     　●センターベアリング

（３）走行装置関係　（該当する部品を取り外して行う整備又は改造）

           懸架・回転関係　　　　　　　　　　 前輪独立懸架装置の

　　　　 ●フロントアクスル　　　　　　　　　●サスペンションアーム

         ●フロントナックルスピンドル　　　　●ナックルスピンドル

         ●フロントホイールベアリング　　　　●ホイールベアリング

         ●フロントキングピン　　　　　　　　●キングピン

         ●リヤアクスルシャフト　　　　　　　●リヤアクスルシャフト

（４）かじ取り装置関係　（該当する部品を取り外して行う整備又は改造）

      １．ステアリング操作機構関係

         ●かじ取りフォーク

      ２．ステアリングギヤ機構関係

         ●ギヤボックス

      ３．リンク機構関係（ピットマン・アームからナックルまでをいう）

         ●ドラッグリンク　　　　　　●ナックルアーム

         ●ピットマンアーム　　　　　●ベルクランク

         ●タイロッド　　　　　　　　●セクタアーム

         ●タイロッドエンド　　　　　●リンクロッド

         ●リレーロッド　　　　　　　●スレーブレバー

         ●アイドラアーム

（５）制動装置関係　（該当する部品を取り外して行う整備又は改造）

      １．ドラムブレーキ関係

         ●ブレーキドラム（二輪の小型自動車のブレーキドラムを除く）

         ●ブレーキシュー（二輪の小型自動車はライニング交換は含む、タイヤ交換時の

           シュー分解は含まない）

         ●シューアジャスタ　　　　　●ホイールシリンダ

         ●バックプレート　　　　　　●ブレーキスプリング

      ２．ディスクブレーキ関係

         ●ブレーキキャリパ（ブレーキキャリパの取外しを伴うブレーキパッドを含む）

         ●シリンダ　　　　　●ピストン　　　　　●ブレーキディスク

      ３．ホース、パイプ、バルブ関係

         ●ホース　　　　　　●パイプ　　　　　　　　●リレーバルブ

         ●チェックバルブ　　●ダブルチェックバルブ　●プロポーショニングバルブ

         ●セーフティバルブ　●セーフティシリンダ　　●メターリングバルブ

         ●レギュレータバルブ●ＡＢＳアクチュエータ　●ＡＢＳモジュレータ

         ●ＡＳＲモジュレータ



      ４．分配・倍力関係

         ●マスターシリンダ　　●ブレーキチャンバ　　●倍力装置

（６）緩衝装置関係　（該当する部品を取り外して行う整備又は改造）

      　緩衝関係

         ●リーフスプリング　　●エアースプリング

（７）連結装置　（該当する部品を取り外して行う整備又は改造）

    　　連結装置関係

         ●キングピン　　　　　●カプラ　　　　　●ルネットアイ

         ●ピントルフック

（８）付随作業が分解整備に該当するもの

　　　　　ストラットの取り外し時にブレーキホースを取り外すもの

　　　　　パワーステアリング装置の取り外し時、ギヤボックスを取り外すもの

電子制御装置整備について

（１）運行補助装置

      １．センサーの取り外し、取付位置又は取付角度の変更、機能の調整

　　　　　　前方をセンシングするための単眼・複眼のカメラ、ミリ波レーダー、赤外線

　　　　　レーザー、LiDAR等をいう。かじ取り装置又は制動装置の作動に影響を及ぼす

　　　　　ことのないソナー等を除く。

      ２．電子計算機の取り外し、取付位置又は取付角度の変更、機能の調整

　　　　　　ＥＣＵ（Electronic Control Unit）をいう。

      ３．自動車の車体前部の取り外し、取付位置又は取付角度の変更

　　　　　　バンパ、グリルをいう。直接センサーと接していなくても、当該車体前部の

　　　　　脱着によりセンサーの検知に影響を及ぼすものを含む。

      ４．窓ガラスの取り外し、取付位置又は取付角度の変更

　　　　　「１.」のセンサーが外部の状況を検知するための映像、信号が透過するガラス

（２）自動運行装置

　　　自動運行装置を取り外して行う自動車の整備又は改造

　　　自動運行装置に係るセンサー等の機能の調整

　　　自動運行装置の作動に影響を及ぼすおそれのある自動車の整備又は改造

【取り外し】 【取付位置又は取付角度の変更】 【機能の調整】
・作業過程において自動車を保安基準に適合しない状態に至らしめる行為

【整備又は改造】
・給油脂、調整、部品交換、修理、構造又は装置の機能を正常に保つ又は戻す作業行為
・自動車について何らかの変化を施す作業全般

「特定整備に該当する作業範囲」



　　１．申請者の適格性（イ～ニに該当しない者であること。）

　　　イ、１年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け
　　　　　ることがなくなった日から２年を経過しない者
　　　ロ、認証の取消しを受け、その取消しの日から２年を経過しない者
　　　ハ、未成年者であって、その法定代理人がイ、ロ又は二のいずれかに該当するもの
　　　ニ、法人であって、その役員のうちにイ、ロ又はハのいずれかに該当する者があるもの

　　２．工員の基準

　　　１．特定整備に従事する工員は最低２名必要です。
　　　２．工員に対して４分の１以上の自動車整備士技能検定合格者が必要です。
　　　３．事業場には１名以上の整備主任者を選任する必要があります。

　　３．事業場の設備基準

　　イ、作業場面積

　　　　作業場面積基準を参考にして下さい。

　　＜作業場面積基準においての注意事項＞

　　　・屋内作業場の天井の高さは、対象とする自動車について整備又は、点検を実施する
　　　　のに十分であればよい。
　　　・車両置場は公道に出ることなく同一敷地内に確保すること。
　　　・屋内作業場の間口・奥行の寸法は、柱の内寸法とし、床面は平滑に舗装されてい
　　　　ることが必要です。
　　　・電子制御装置整備作業場は離れた作業場や共同使用を申請することが出来ます。

　　ロ、認証基準工具

　　　　認証基準工具一覧表を参考にして下さい。

　　＜認証基準工具においての注意事項＞

　　　・全装置を対象とする認証工場　　→　　基準工具全て必要です。
　　　・装置の限定をされる認証工場　　→　　対象とする装置ごとに基準工具が異なります。

２人　から　４人まで

分解整備のみ

　　　※必要な工具の性能は対象とする自動車により異なりますのでご注意下さい。

整備士数
１名
２名

以下４人増すごとに１名追加

（２級自動車シャシ整備士は対象装置に原動機が含まれている特定整備工場の整備主任者になることは出来ません。）

工員数

特定整備に従事する人員に対する整備士の数

電子制御装置整備のみ

５人　から　８人まで

特定整備に係る工員及び設備の基準

（道路運送車両法第８０条第１項第２号関係）

自動車整備士技能検定１級又は２級の試験に合格したもの

自動車整備士技能検定１級又は２級の試験に合格したもので、１級大型及び１
級小型以外の技能検定合格者にあっては、電子制御装置整備の整備主任者等資
格取得講習を修了している者

特定整備の種類

自動車整備士技能検定１級又は２級又は電気装置若しくは車体整備の試験に合
格したもので、１級大型及び１級小型以外の技能検定合格者にあっては、電子
制御装置整備の整備主任者等資格取得講習を修了している者

分解整備
＋

電子制御装置整備

整備主任者の資格要件

基準工員（整備工員）の２名はパート・アルバイト・派遣社員等は基準工員数には認められておりません。
認証申請する際には、雇用状態が確認できる書面を確認させていただくことになります。



　　４.これから自動車整備工場を建築する場合

　　　　自動車整備工場を建築する場合、その土地について、市町村役場にある土地利用規制図、
　　　都市計画図等で用途地域を確認し、建築基準法に定める自動車整備工場が建築可能かどう
　　　か確認することが望ましいです。
　　　　認証取得にあたっては、寸法・面積基準であるため、建築物が建築基準を遵守しているか
　　　否かの確認は致しませんが、主要の目的とは異なる建築物は違法性（違法建築物）として
　　　取り扱われる恐れがあります。
　　　　自動車整備工場を新築される場合は事業者の責任にて建築を行って下さい。　
　　　　建築予定の土地は都市計画による用途地域により、自動車整備工場の建築面積が制限され
　　　ますので下表を参考にして下さい。

用　途　区　分
市街化区域・市街化調整区域
第一種、第二種住居専用地域
第一種住居地域
第二種住居地域
準住居地域
近隣商業地域
商業地域
準工業地域
工業地域
工業専用地域

注意　※エア・コンプレッサの原動機の出力に制限があります。

　　５．作業場等の基準早見図

　　（普通乗用自動車、小型四輪自動車、小型三輪自動車の例）

　＜油水分離槽＞

　設置基準、規格並びに設計上の構造基準は県または市町村役場の公害対策課等にお問い合わせ下さい。

　　６．面積寸法基準の注記

　　　　１　分解整備に係る作業場は全て同一敷地であること。※整備中の車両が公道に出ないこと

　　　　２　車両整備作業場と点検作業場の天井の高さは対象自動車をリフトアップ等した場合に

　　　　　　整備作業や点検作業を行うのに十分な高さであること。

　　　　３　電子制御装置整備作業場は車両整備作業場や点検作業場と兼用することが出来る。

　　    ４　間口、奥行きについては、柱や壁などの内側で測定した有効数値とする。　　

　　　　５　屋内作業場は平滑に舗装されていること。

自動車整備工場床面積の制限
農地転用が必要

自動車整備工場床面積が３００㎡以下に制限

制　　限　　な　　し

建　築　不　可　能
自動車整備工場床面積が　５０㎡以下に制限※
自動車整備工場床面積が　５０㎡以下に制限※
自動車整備工場床面積が１５０㎡以下に制限※

の部分は無効な面積になります。

砂溜

車両整備
作業場

点検
作業場

車両置場
（同一敷地
内確保)

部

品

整

備

作

業

場（８

㎡以

上）

柱

4.0ｍ以上

8.0
ｍ
以
上

5.5
ｍ
以
上

洗車場
（認証基準外）

油水分離槽

公道から工場入口まで車両進入に十分な敷地
を有すること

屋内・屋外を問わない
ただし、一旦、道路に出てしまう場合は、

同一敷地内でも認められない

道路

庇 基準以上の間口を確保できる場合、庇の最先
端まで奥行として見なすことができる。ただし、
舗装は平滑（原則コンクリート）が条件で傾斜
は認められない。また、庇の高さは雨がしのげ
る高さでなければならない。

4.0ｍ以 3.0ｍ以上

6.0ｍ以上

2.5ｍ以上

電子制御装置

整備作業場

油水分離槽は、洗車場の有無に関係なく、
公害防止のため設置するのが望ましいです。



対象自動車の種類 対象自動車 整備の種類 対象装置 間口 奥行 間口 奥行 間口 奥行 間口 奥行

原動機 ５ｍ １３ｍ １２㎡ ５m １３m

連結装置 　３．５m １２．５ｍ ７㎡ 　３．５m １２．５m

運行補助装置

自動運行装置

原動機 ５m １０m １２㎡ ５m １０m

連結装置 ３．５m ９．５m ７㎡ ３．５m ９．５m

運行補助装置

自動運行装置

原動機 ５m １０m １２㎡ ５m １０m

連結装置 ３．５m ９．５m ７㎡ ３．５m ９．５m

原動機 ４．５m ８m １０㎡ ４．５m ８m

連結装置 ３m ７．５m ６㎡ ３m ７．５m

運行補助装置

自動運行装置

原動機 ４m ８m ８㎡ ４m ８m

連結装置 ２．８m ６．５m ５㎡ ２．８m ６．５m

運行補助装置

自動運行装置

原動機 ４m ８m ８㎡ ４ｍ ８m

連結装置 ２．８m ６．５m ５㎡ ２．８m ６．５m

運行補助装置

自動運行装置

原動機 ４m ８m ８㎡ ４m ８m

連結装置 ２．８m ６．５m ５㎡ ２．８m ６．５m

運行補助装置

自動運行装置

原動機 ３．５m ５m ６．５㎡ ３．５m ５m

連結装置 ２．５m ４．７m ４．５㎡ ２．５m ４．７m

運行補助装置

自動運行装置

８m５m ９m大特 分解整備 ３．５m

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

７㎡

車両総重量　８トン未満
最大積載量　２トン以下
乗車定員     １０人以下

普通自動車

大型特殊自動車 ５m ９m

普通（小型）

分解整備

小四

上四欄に掲げるものを除く
普通自動車（３ナンバー）

四輪の小型自動車

三輪の小型自動車

普
通
自
動
車
特
定
整
備
事
業

普通自動車

普通自動車
車両総重量　８トン未満
最大積載量　２トン超え
最大積載量　５トン未満
乗車定員     １１人以上
乗車定員     ２９人以下

車両総重量　８トン以上
最大積載量　５トン以上
乗車定員     ３０人以上

上三欄に掲げるものを除く
特種用途自動車

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

２ｍ
（２ｍ）

５．５ｍ
（４ｍ）

３m ３．５m

※表示寸法（面積）以上が必要です。

電子制御
装置整備

２．５m ３．５m

３．５m

軽自動車 軽

分解整備 ４．４m 　４．５㎡ ３．５m ４．４m

２m ２．５m小　二 分解整備 ３m ３．５m ４㎡

原動機
動力伝達装置

走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置
連結装置

３m ５．５m

４m ６m ５㎡ ４m ６m

小　三

分解整備

電子制御
装置整備

２．５ｍ
（2.5ｍ）

６ｍ
（３ｍ）

３m ５．５m

４m ６m ５㎡ ４ｍ ６m

６ｍ
（３ｍ）

分解整備

電子制御
装置整備

２．５ｍ
（2.5ｍ）

３m ５．５m

４ｍ ６m ５㎡ ４ｍ ６m

普通（乗用）

分解整備

電子制御
装置整備

２．５ｍ
（2.5ｍ）

６ｍ
（３ｍ）

１３ｍ
（７ｍ）

３m ６m

４．５m ７m ６㎡ ４．５m ７m

電子制御
装置整備

２．５ｍ
（2.5ｍ）

７ｍ
（３ｍ）

普通（大型）

　３．５m ８m

５m ９m ７㎡ ５m ９m

普通（中型）

分解整備

電子制御
装置整備

３ｍ
（３ｍ）

５ｍ
（５ｍ）

１６ｍ
（７ｍ）

　３．５m １１m

５ｍ １２ｍ ７㎡ ５ｍ １２m

電子制御装置
点検整備作業場
（屋内寸法）

車両置場
車両整備作業場

部品整備
作業場

点検作業場

分解整備

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

二輪の小型自動車

軽
自
動
車
特
定
整
備
事
業

小
型
自
動
車
特
定
整
備
事
業

事
業
の
種
類

屋　　内　　作　　業　　場

電子制御
装置整備



対象自動車 間口 奥行 間口 奥行 間口 奥行

普通（大型） ５m １６m ５m ７ｍ ５m ５ｍ

普通（中型） ３ｍ １３ｍ ３ｍ ７ｍ 指定無し ５ｍ

大特 ---- ---- ---- ---- ---- ----

普通（小型） ２．５ｍ ７ｍ ２．５ｍ ３ｍ ２ｍ １ｍ

普通（乗用） ２．５ｍ ６ｍ ２．５ｍ ３ｍ ２ｍ １ｍ

小　四 ２．５ｍ ６ｍ ２．５ｍ ３ｍ ２ｍ １ｍ

小　三 ２．５ｍ ６ｍ ２．５ｍ ３ｍ ２ｍ １ｍ

小　二 ---- ---- ---- ---- ---- ----

軽自動車 ２ｍ ５．５ｍ ２ｍ ４ｍ 指定無し ２ｍ

離れた作業場

構内外注について

外注の扱い
外注先

外注元 全部を外注 一部を外注 全部を外注

外注先責任 × ×

外注先責任 外注元責任 ×

× 外注元責任 ×

※全部…特定整備記録簿の記入を含む、整備作業の実施から管理まで全てをいう。

※一部…バンパ等の交換のみ、エーミング作業のみを含む。

電子制御装置整備の認証なし ×

電子制御装置整備の認証あり
外注元の離れた作業場として

届出が必要電子制御装置整備の認証あり
（指定整備を行う場合）

　自動車ガラス修理事業者等の技能者が電子制御整備作業場に出向き、特定整備作業に係るガラス交換
等を行う場合は、特定整備事業者の責任の下、当該作業が行われることを書面を交わす等により明確にさ
れている場合は、その技能者を当該特定整備事業者の工員とみなすことができる。

特定整備記録簿の記載は特定整備事業者（外注元）が行う

電子制御装置整備の認証あり 電子制御装置整備の認証なし

一部を外注

※電子制御装置点検整備作業場のみの認証を受ける場合は、上記以外に分解整備基準と同じ車両置場が必要となる。

　電子制御装置整備の認証においては、認証要件の作業場において必ずしもバンパやガラスの交換作業
を行う必要性のないことや、車種により必要となるエーミング作業の面積も異なることから、一定の要件（片
道、おおむね１時間程度の距離など）を満たす場合、分解整備の認証を受けた場所から離れた別の場所を
同一の整備事業者の事業場とすることができる。

電子制御装置整備に係る設備基準

　電子制御装置点検整備作業場は、点検作業場及び車両整備作業場、指定自動車整備事業の指定要件
として定められている完成検査場（ガラス交換、バンパ交換等の作業を除く。）と兼用することができる。

電子制御装置点検整備作業場 エーミング作業に必要な寸法
（車両前部）作業場寸法基準 うち、屋内寸法

電子制御装置点検整備作業場

電子制御装置点検整備作業場の寸法概略図
普通自動車（大型）の例

うち、屋内寸法

エーミングに必要な寸法

5.0
5.0
5.0

16.0

5.0 7.0

床面は平滑であること



設備の共用

複数の事業者がそれぞれ離れた一つの電子制御装置点検整備作業場を共用するケース

電子制御装置点検整備作業場を有しないＢ整備工場が
Ａ整備工場の電子制御装置点検整備作業場を共用するイメージ

電子制御装置点検整備作業場を有しないｂ事業所（ガラス交換又はバンパ交換の
作業場を有する）がＡ整備工場の電子制御装置点検整備作業場を共用するイメージ

ｂ事業所（ガラス交換又はバンパ交換の作業場を有しない）は、
事業場の一部として扱わないため、共用できない

電子制御装置点検整備作業場を有するＡ整備工場、Ｂ整備工場が
それぞれの電子制御装置点検整備作業場を共用するイメージ

　電子制御装置点検整備作業場（バンパ交換、ガラス交換作業を含む）に限り、他の整備事業者の電子制
御装置点検整備作業場を共同で使用することが出来る。



電子制御装置点検整備作業場を有しないＤ整備工場が
Ａ，Ｂ，Ｃ整備工場の電子制御装置点検整備作業場を

それぞれ共用するイメージ

電子制御装置点検整備作業場を有しないB，C，D整備工場が
Ａ整備工場の電子制御装置点検整備作業場を

複数で共用するイメージ

電子制御装置点検整備作業場を有するＡ，B，C整備工場が
ガラス交換又はバンパ交換の作業場を有するａ事務所を

複数で共用するイメージ



NO 名　　称 用途 性　能　基　準 原 動 走 操 制 緩 連

1 プレス

シリンダー・ライナの
交換、ベアリング、
ブッシュなどの脱着に
用いる

能力２トン以上
油圧又は手動式

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 エア・コンプレッサ
圧縮空気の供給に使用
する

出力１８０Ｗ以上
圧力０.５Ｍｐａ
タンク容量１.５Ｌ以上
※別タンク併用でも可

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 チェーン・ブロック

重量物の昇降及び移動
に使用する
エンジンクレーン可
※使用できるようワイ
ヤ等で吊し、設置する
こと

普通（乗）以上1トン以上
以下の対象は５００Ｋｇ以上

○ ○

4 ジャッキ

油圧又は圧縮空気等に
より自動車の一端を昇
降する時使用
リフトの設置が2台ある
場合は不要

普通（大・中） 5トン以上
普通（小・乗） 3トン以上
その他の対象 　1トン以上

○ ○ ○ ○ ○ ○

5 バイス

工作物を確実に固定す
るために使用
※作業台等に必ず固定
すること

口金の巾　７５ｍｍ以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 充電器
バッテリーを充電する
ために使用

6V,12V ○

7 ノギス

軸、ブッシュ内の外
径、バネの高さクラッ
チ・ディスク鳩目の沈
み等を測る場合に使用

１５０ｍｍ以上
単位目盛１／２０ｍｍ以下

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 トルク・レンチ

シリンダ・ヘッド・ボ
ルト等を締付けるため
に使用
※ホイールナット用は
別

小型車１５０Ｎ・ｍ程度
大型車３００Ｎ・ｍ程度
※車種によって違うので注意

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

★二輪のみの場合 不要

★二輪のみの場合 不要

★二輪のみの場合 不要



NO 名　　称 用途 性　能　基　準 原 動 走 操 制 緩 連

9
サーキット・テスタ
※外部診断器での併用不可

電圧・電流・抵抗の測
定に使用

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 比重計

バッテリーの電解液の
比重測定、バッテリー
の充電状態を測定する
ために使用

光学式でも可 ○

11 コンプレッション・ゲージ
シリンダーの圧縮圧力
の測定に使用

ガソリン用・ジーゼル用が必
要
業務の範囲を限定する場合は
いずれか必要

○

12 ハンディ・バキューム・ポンプ

負圧をかけることによ
り、EGR装置、点火制御
装置、エアーインテー
ク・コントロールバル
ブ等の点検に用いる工
具

バキュームゲージのみでは不可
負圧をかけれるポンプが必要

○ ○ ○ ○

13
エンジン・タコ・テスタ
※外部診断器での併用不可

エンジンの回転速度の
測定に使用

※極端に測定範囲が少ないテ
スタは不可
【例】4000 RPM

○ ○ ○

14
タイミング・ライト
※外部診断器での併用不可

ガソリンエンジンの動
的な点火時期の点検、
調整に使用する

ガソリン・液化石油ガスを燃
料とする原動機の点検を行わ
ない場合は不要

○

15 シックネス・ゲージ
バルブクリアランスや
ポイントの隙間を測定
するために使用

リーフの長さ　７５ｍｍ以上
枚数　　　　　　　８枚以上

○ ○ ○ ○ ○ ○

16 ダイヤル・ゲージ

ディスクの振れアクス
ルハブの振れ、タイヤ
の振れ、フライホイー
ルの回転・曲がり・偏
摩耗、ベアリング軸方
向のガタ等の点検測定
に用いる

対象とする自動車の軸の曲が
り等が測定できるもの

○ ○ ○ ○ ○ ○



NO 名　　称 用途 性　能　基　準 原 動 走 操 制 緩 連

17 トーイン・ゲージ

スタンド式のもので
あってトーインが測定
できるもの
【旧規格】1600mmは不
可

普通(大)　　2300ｍｍ以上
その他対象は1800ｍｍ以上
四輪アライメント代用可
トラッキングケージ代用不可
カタピラを有する大型特殊自
動車である場合は不要

○ ○ ○

18 キャンバ・キャスタ・ゲージ
キャンパ・キャスタ及
びキングピン傾斜角の
測定に使用

主にマグネット式
四輪アライメント代用可
カタピラを有する大型特殊自
動車である場合は不要

○ ○ ○

19 ターニング・ラジアス・ゲージ
前輪かじ取り角度の測
定に使用する

普通(大)の場合大型用が必要
四輪アライメント代用可
カタピラを有する大型特殊自
動車である場合は不要

○ ○ ○

20 タイヤ・ゲージ
タイヤの空気圧の測定
に使用する

　５Kpa　乗用･バン
１０Kpa　トラック・バス
カタピラを有する大型特殊自
動車である場合は不要

○

21 検車装置

対象とする自動車の下
回りを検査するために
使用ジャッキは含まな
い

ピット、検車台、オートリフ
ト、エアリフト、ポータブル
リフト、フレーム修正機
但しフレーム修正機は車両の
下部整備が可能なものに限る

○ ○ ○ ○ ○ ○

22 一酸化炭素測定器
排出ガスのＣＯを測定
するのに使用
除くジーゼル車

○ ※ ※ ※ ※ ※ ※

23 炭化水素測定器
排出ガスのＨＣを測定
するのに使用
除くジーゼル車

○ ※ ※ ※ ※ ※ ※

24 ホイール・プーラー
ホイールをその取付軸
から抜きとる時使用

ユニバーサル式
車種限定のツールでも可

○ ○

校正有効期限２年を有してい
るもの
（※車検整備を実施する場合
は設置が必要）
２サイクル・４サイクル・特
殊エンジンの全てが測定でき
るもの　　　　　　　　　.
校正有効期限切れの場合
整備振興会にて校正検査を実
施します。

★二輪のみの場合 不要

◆三輪のみの場合 不要

★二輪のみの場合 不要

◆三輪のみの場合 不要

★二輪のみの場合 不要

◆三輪のみの場合 不要

★二輪のみの場合 不要

★二輪のみの場合 不要



NO 名　　称 用途 性　能　基　準 原 動 走 操 制 緩 連

25 ベアリング・レース・プーラー
ベアリングをシャフト
又はケースから抜き取
るとき使用

ユニバーサル式
車種限定のツールでも可

○ ○ ○

26
グリース・ガン又はシャシ・ル
ブリケータ

グリースの補給に使用
吐出圧100kg/㎠以上
手動式・電動式・エアー式
いずれかが必要

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 部品洗浄槽

部品の洗浄に使用
※既製品であれば右記
の寸法規格は適用しな
い。

二輪自動車のみ対象の場合
縦４００mm横５００mm深１５
０mm以上
その他の場合
縦５００mm横７００mm深１５
０mm以上
【寸法は槽の内寸規格】

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 水準器

29 整備用スキャンツール

30
ターゲット等の専用器具や
整備に必要な情報等の入手

31
自動運行装置の点検・整備
に必要な技術情報

点検・整備に係る情報等（エーミングに必要な機器を含む）を
入手できる体制を有すること
（例：整備作業要領やPC、ネット環境等）
※他の整備事業者からの借用、共同保有することも可

自動運行装置を装備した自動車の自動運行装置の点検・整備に必要な
技術情報を入手できること（メーカーからの認定書等）

対象とする作業範囲に電子制御装置整備「運行補助装置」を選択する場合

対象とする作業範囲に電子制御装置整備「自動運行装置」を選択する場合

整備車両とターゲットを正対させ”擬似的な水平”状態を
再現させるために必要

少なくとも一車種以上の車両において、排出ガス等発散防止装置、制動装
置、かじ取り装置及び前方監視用カメラ、レーダー等を用いたセンシングシ
ステムに対応し、整備に必要な機能として、ＤＴＣの読み取り・消去機能、
前方監視カメラ、レーダー等用いたセンシングシステムの機能調整等を有す
ること
（一社）日本自動車機械器具工業会又はスキャンツールメーカーのホームページ等で
「整備用スキャンツール」として公開された型式、ソフトバージョンの確認が必要で
す。

★二輪のみの場合 不要



　　７．認証申請の手続き

　　　認証の申請は、運輸支局を経由して地方運輸局長に行いますが、一般的には自動車
　　　整備振興会に相談のうえ認証申請書類の提出を行います。

　　　認証申請から認証交付までの経路

　　　認証申請提出書類

　　　　認証申請手続きに関する提出書類は次のとおりです。

　　　　　１．自動車特定整備事業認証申請書

　　　　　２．整備主任者として選任する者の合格証書

　　　　　　　・対象装置が「分解整備」のみの場合

　　　　　　　　一級または二級自動車整備士技能検定合格者証（写し）

　　　　　　　・対象装置に「電子制御装置」を含む場合、または「電子制御装置」のみの場合

　　　　　　　　電子制御装置整備の整備主任者等資格取得講習修了証（写し）※

　   　　 　　　　　　※ 一級（大型・小型）自動車整備士は技能検定合格者証（写し）　

　　　　　３．排ガス測定器試験実施結果証明書または、２年以内の校正結果証明書

　　　　　　　(校正期限が満了している場合は、整備振興会の校正を受検して下さい。）

　　　　　４．申請者の住所を証する書面

　　　　　　　・申請者が個人の場合は住民票（本通１通）または個人番号カード（写し）

　　　　　　　・申請者が法人の場合は商業登記簿謄本「全部事項証明」（本通１通）

　　　　　５．事業場の所在地を証する書面（下記のいずれかを提出）

　　　　　　　・土地登記簿謄本（本通１通）申請所在地表記は【番】 ※ 複数ある場合は代表１通

　　　　　　　・建物登記簿謄本（本通１通）申請所在地表記は【番地】

　　　　　６．電子制御装置整備作業場を共用にて申請する場合はその契約書（写し）

　　８．認証取得後の諸費用

整備振興会

支部

商工組合
 会費　　　　　　　　０円

 雑　費　　３０，０００円程度

 認証看板・特定整備記録簿・点検ステッカー・その他表示物類

 入会金　　３０，０００円

 年会費　　２４，０００円以下（支部規程による）各支部から請求

雑商品

 入会金　１００，０００円

 月会費　　　１，５００円（前期・後期の口座引落し）

 出資金　　２０，０００円（退会時には返金）

①相談・指導

②申請書作成

③書類審査後

④現地確認審査

⑥認証交付

⑤書類審査後
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